
（
２
）雇
用
問
題

 

　 

青
年
・
高
齢
者
の
雇
用
対
策
は

　

 

国
の
経
済
対
策
の
動
向
を
み
て
、周
知
啓

発
に
取
り
組
ん
で
い
る

 

　
市
庁
舎
に
雇
用
対
策
室
を
創
っ
て
は
ど
う
か

　

 

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
近
い
し
、情
報
の
提
供
を

行
って
い
る
の
で
設
置
の
考
え
は
な
い

 

　 

生
活
保
護
制
度
の
改
革
で
、働
け
る
人
は

段
階
的
に
保
護
を
カ
ッ
ト
す
る
事
に
対
す
る

本
市
の
考
え
は

　

 

国
や
指
定
都
市
市
長
会
の
考
え
に
同
意
す
る

（
３
）子
育
て
支
援
策

①
乳
幼
児
医
療
制
度
に
つ
い
て

 

　 

小
学
校
卒
業
ま
で
の
完
全
無
料
化
を
す

る
た
め
の
財
源
は

　

 

総
額
で
３
億
８
千
万
円
に
な
る
、県
か
ら
の

補
助
金
を
引
く
と
２
億
８
千
万
円
。現
在
の

補
助
事
業
に
対
し
１
億
８
千
万
円
の
増
額
に

な
る

 

　  

保
育
料
の
見
直
し
は

　

 

大
野
城
市
の
保
育
料
は
国
の
基
準
よ
り
低

い
設
定
な
の
で
、見
直
し
の
考
え
は
な
い

 

②
中
学
校
給
食
に
つ
い
て

 

　 

中
学
校
給
食
の
完
全
実
施
に
つ
い
て
、

再
度
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
は
し
な
い
か

　

 

ラ
ン
チ
サ
ー
ビ
ス
を
導
入
す
る
前
に
充
分

行
っ
た
。今
後
は
状
況
を
み
る

 

　 

完
全
給
食
を
実
施
す
る
費
用
は

　

 

施
設
・
備
品
等
の
初
期
費
用
が
８
億
円
、

人
件
費
や
委
託
料
が
年
間
９
千
万
円
か
か
る
。

新
設
の
場
合
国
か
ら
２
分
の
１

の
補
助
が
つ
く

真
一
松下日本共産党 市議会議員

大
野
城
民
報

大
野
城
民
報

地域活性化、くらし・福祉・教育の充実を!

真
一

第８９号 1面大野城民報

（
１
）社
会
保
障
制
度

①
国
民
健
康
保
険
に
つい
て

 

　  

保
険
証
の
取
り
上
げ
の
状
況

　

 

加
入
世
帯
１
２
，８
３
９
世
帯
中
２
，３

６
３
世
帯
が
非
正
規
の
保
険
証
で
県
内
第
２

位
。現
在
受
け
取
り
が
な
い
世
帯
が
19
件
・
高

校
生
以
下
の
子
ど
も
が
居
る
世
帯
が
13
件

 

　 

徴
収
率
は

　

 

平
成
19
年
度
９
０
．１
２
％
・
平
成
20
年

度
８
７
．０
７
％
・
平
成
21
年
度
８
６
．２
５
％

と
年
々
低
下
し
て
い
る　

納
税
相
談
は
慎
重

に
行
って
い
る

 

　 

保
険
税
の
式
下
げ
は
可
能
か

　

 

一世
帯
当
た
り
１
万
円
引
き
下
げ
た
場
合
の

財
政
負
担
は
１
億
２
，９
０
０
万
円
、一人
１
万

円
引
き
下
げ
た
場
合
２
億
２
，６
０
０
万
円
。

一般
会
計
か
ら
の
さ
ら
な
る

財
政
負
担
は
で
き
な
い

 

②
介
護
保
険
制
度

 

　 

利
用
者
の
ニ
ー
ズ
に
叶
っ
て
い
る
か

　

 

要
介
護
認
定
の
訪
問
調
査
は
、迅
速
な
調

査
に
対
応
す
る
た
め
、市
の
嘱
託
職
員
を
雇
い

県
と
共
に
行
って
い
る

 

　 

制
度
そ
の
も
の
の
欠
陥
に
つ
い
て

　

 

認
定
率
は
16
％
・
利
用
率
は
13
％
と
低
い

の
は
事
実

 

　 

高
齢
者
の
社
会
的
孤
立
問
題

　
 

大
野
城
市
内
で
も
孤
立
の
方
は
い
る
。在

宅
支
援
セ
ン
タ
ー
に
て
高
齢
者
の
実
態
把
握

を
行
っ
て
い
る
。民
生
委
員
に
よ
る
見
守
り
も

お
こ
な
っ
て
い
る
が
、孤
立
死
も
何
件
か
発
生

し
た

・歳入のうち個人市民税は前年度比3.1%　1億5,327万円の減に対し
  法人市民税は前年度比27% 1億8,329万円の増額（利益は市民へ流れない）
・同和団体支援事業（補助金のまる投げ）621万円
・教育委員会での人権・同和問題関連事業費 509万円
・中小企業融資制度預託金の縮小 2,500万円
・携帯型AED設置を小学校10校のみ357万円
 中学校への設置は見送る 中学校５校分は約170万円
・古代山城関連事業運営団体補助金 900万円

「子どもの命を救う携帯ＡＥＤ設置を、中学校５校分の約１7０万円を削って
お祭り騒ぎの予算９００万円を計上するのは納得いかない」と予算委員会が
紛糾しましたが、結局本会議では１８：３の賛成多数で可決されました。
議会はチェック機能を本当に果たしているのでしょうか？

３
月
議
会 

一
般
質
問

松
下
真
一
の

く
ら
し
を
守
る
政
策
に
つ
い
て

３月議会で可決された主な議案
１．「コミュニティーセンター所長」を「地域行政所長」に改める
２．暴力団排除措置に伴う関係条例の整備
３．市道路線の廃止および認定（反対者１人あり）
４．各コミュニティーセンターをNPO法人に指定管理者に指定する
５．平成２２年度一般会計補正予算３億9,781万円

６．平成２２年度各特別会計補正予算

７．平成２３年度一般会計予算 309億8,300万円（反対者３名）
８．平成２３年度各特別会計予算
９．請願１号　TPP（環太平洋経済連携協定）への対応に関する
　   請願書は一部採択となり、請願に対する意見書は一部修正され可決
10．大野城市固定資産評価審査委員会委員の選任　　等

その他「解放同盟への補助金の全額中止を求める陳情が出されました

議会報告
松下も反対

命を守る約170万円
をなぜ

優先しないのか？！

（各種基金への積み立て・国保特別会計への繰出・予防接種委託業務
  地域活性化交付金事業・市債の繰上償還・決算見込みによる減額調整等）

一般質問の  続きは ウラ面へ！

一般質問の  続きは ウラ面へ！

1
QUESTION

24の議案が提案され全て可決されました

日本共産党
大野城市委員会
発行者  松下真一
大野城市若草1-13-3
TEL.596-5417
www.hige110.com

一
般
会
計
予
算 

内
訳

　3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震の地震と津波による被害は甚大なものとなっています。痛ましい犠牲と
なった方々にたいし、つつしんで哀悼の意を表するとともに、被災者の皆さんに心からのお見舞いを申し上げます。
　日本共産党は、全国で被災者救援の募金活動を行っています。連日多くのみなさんからのご支援が届いています。第１次分を
岩手県、宮城県、福島県や市町村各地に届けました。
　今、できることでは関係自治体への募金が最も有効な方法だと考えます。今後も震災救援募金への協力をお願い致します。

東北地方太平洋沖地震について 

問答問答問答

問答問答

問答問答問答

問答問答問答 問答 問答


